
障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律概要

【改正の主な内容】

（１）精神障害者に対する雇用対策の強化（１）精神障害者に対する雇用対策の強化

①障害者雇用率制度の適用
○ 雇用率制度の適用に当たって、精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者）である労

働者及び短時間労働者を各事業主の雇用率の算定対象とする（短時間労働者は１人をもっ
て０．５人分）(法定雇用率(１．８％)は現行どおり)。

②障害者雇用納付金制度の適用
○ 納付金の徴収額、調整金・報奨金の支給額の算定に当たって、上記①と同様に取り扱う。

（２）在宅就業障害者に対する支援（２）在宅就業障害者に対する支援

○ 自宅等において就業する障害者（在宅就業障害者）に仕事を発注する事業主については、
障害者雇用納付金制度において、特例調整金・特例報奨金の支給を行う。

○ 事業主が、在宅就業障害者に対する支援を行う団体として厚生労働大臣の登録を受けた
法人（在宅就業支援団体）を介して在宅就業障害者に仕事を発注する場合についても、同
様に取り扱う。

（３）障害者福祉施策との有機的な連携等（３）障害者福祉施策との有機的な連携等

①有機的な連携
○ 国及び地方公共団体は、障害者の雇用促進施策を推進するに当たって障害者福祉施策と
の有機的な連携を図るものとする。

②その他
○ 職場適応援助者（ジョブコーチ）による援助を行うことに対する助成金の創設、特例子
会社に係る調整金・報奨金の支給先の範囲拡大その他所要の改正を行う。

【背景】

障害者の社会参加に伴う障害者の就業に対するニーズの高まり

障害者の就業機会の拡大による職業的自立を図ることが必要
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【施行期日】
平成１８年４月１日（ただし、（３）①及び（３）②の一部については平成１７年１０月１日）


